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�愛媛県告示第１６２４号
肥料取締法（昭和２５年法律第１２７号）第７条の規定に基づき、次

のとおり肥料の登録をした。

平成２０年１１月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１６２５号
肥料取締法（昭和２５年法律第１２７号）第１４条の規定に基づき、次

の肥料の登録は、失効した。

平成２０年１１月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第１６２６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定により、

丹原町土地改良区から認可申請のあった新たな土地改良事業（県単

独補助土地改良事業（かんがい排水）・北田野地区）の施行を平成

２０年１１月７日認可した。

平成２０年１１月２１日

愛媛県東予地方局長 長谷川 寿

�������
�愛媛県告示第１６２７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定により、

丹原町土地改良区から認可申請のあった新たな土地改良事業（県単

独補助土地改良事業（かんがい排水）・田野上方地区）の施行を平

成２０年１１月７日認可した。

平成２０年１１月２１日

愛媛県東予地方局長 長谷川 寿

�������
�愛媛県告示第１６２８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第１項の規定

により、今治市から次のとおり土地改良事業の工事が完了した旨の

届出があった。

平成２０年１１月２１日

愛媛県東予地方局長 長谷川 寿

�愛媛県告示第１６２９号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２０年１１月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

発 行 愛 媛 県
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告 示

登録年
月日

登録
番号

肥料の
種類

肥料の
名称

保証成
分量
（％）

その他
の規格

生産業者の氏
名又は名称及
び住所

平成２０
年１１月
５日

愛媛県
第１２７５
号

混合有
機質肥
料

スーパ
ー有機
ＤＸ

窒素全
量
１．７

りん酸
全量
４．５

加里全
量
３．０

公定規
格のと
おり

有限会社宇摩ポ
ウトリー
愛媛県四国中央
市土居町津根４３
９２

土地改良事業の名称 土地改良事業の
施行に係る地域

土地改良事業の工
事の完了年月日

県単独補助土地改良事業（農
道） 桂地区 平成２０年１０月３１日

県単独補助土地改良事業（か
んがい排水） 三反地地区 平成２０年１０月３１日

失効年
月日

登録
番号

肥料の
種類

肥料の
名称

保証成
分量
（％）

その他
の規格

生産業者の氏
名又は名称及
び住所

平成２０
年８月
２４日

愛媛県
第１２３２
号

魚廃物
加工肥
料

宇和島
漁協魚
廃物加
工肥料

窒素全
量
６．０

りん酸
全量
１．５

加里全
量
１．０

公定規
格のと
おり

宇和島漁業協同
組合
宇和島市桝形町
二丁目６番１１号

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－１９）第８２７５号 平成１９年
６月１０日 岩崎冷熱� 岩崎 栄治 新居浜市繁本町９－５３ 平成２０年

１０月２０日 熱絶縁工事業 建設業の廃止
（一部）

毎週（火・金）曜日発行 第２０１８号 平成２０年１１月２１日

平成２０年１１月２１日金曜日 第２０１８号

愛 媛 県 報

１２０９
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�愛媛県告示第１６３０号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２０年１１月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１６３１号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２０年１１月２１日

愛媛県中予地方局長 梅 木 要

�愛媛県告示第１６３２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局久万高原土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年１１月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－１９）第１５２５０号 平成２０年
２月１９日 岡本建設� 岡本 勝行 松山市勝岡町１５４－２ 平成２０年

１０月６日

土木工事業、建築工事業、
大工工事業、
とび・土工工事業、
石工事業、屋根工事業、
管工事業、
タイル・れんが・ブロツク
工事業、
鋼構造物工事業、
ほ装工事業、
しゅんせつ工事業、
内装仕上工事業、
水道施設工事業

建設業の廃止

（般－１５）第９１９２号 平成１６年
２月１０日 内海総合建設� 杉山 茂樹 松山市南吉田町１４６７－１ 平成２０年

１０月９日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１９）第６８７８号 平成１９年
１０月３日 羽藤通信 羽藤 武久 松山市北条辻２０４－６ 平成２０年

１０月１４日 電気通信工事業 建設業の廃止

（特－１６）第１４６０号 平成１６年
１１月１８日 向井建設� 向井 真市 松山市姫原２－１－３１ 平成２０年

１０月１６日

左官工事業、
とび・土工工事業、
石工事業、鉄筋工事業、
板金工事業、ガラス工事業、
塗装工事業、防水工事業、
熱絶縁工事業、建具工事業

建設業の廃止
（一部）

（般－１５）第１５５０２号 平成１６年
３月８日 谷原建設 谷原 学 松山市上野町甲２２７ 平成２０年

１０月２１日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１９）第１５００５号 平成１９年
５月１３日 伸和環境� 篠原 環 松山市勝岡町２３４ 平成２０年

１０月２４日 電気工事業 建設業の廃止
（一部）

（般－１８）第１２４８０号 平成１８年
１１月２２日 日本電話電工� 松浦 久司 松山市来住町１２２８－１ 平成２０年

１０月２４日 電気通信工事業 建設業の廃止

（般－１９）第１３９３５号 平成２０年
２月９日 �森川建設 森川 碩次 松山市木屋町４－５９ 平成２０年

１０月２７日 建築工事業 建設業の廃止

（般－１６）第１５７１１号 平成１７年
３月４日 �西日本電話システム 富永 賢志 松山市萱町５－１０－１０ 平成２０年

１０月２７日 電気通信工事業 建設業の廃止

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２０中局建（開）第４２号

平成２０年１１月１１日

伊予郡松前町大字北川原字岩ノ本７９番３、８６番、８７番、８８番、８９番、９０番

１、９０番３、９０番４、９１番１、９１番３、９１番４、９２番１、９２番４、９２番５

松山市南江戸二丁目６６０番地１

株式会社愛亀

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ４４０号
上浮穴郡久万高原町西谷字郷角１２６９０番から

同字郷角１２６７８番１まで

旧 ３．８～１６．２ ０．１４３

新 ８．６～１８．０ ０．１４５

愛 媛 県 報平成２０年１１月２１日 第２０１８号

１２１０
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公安委員会訓令

�愛媛県告示第１６３３号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の規定に

より、宇和島市から協議のあった市営土地改良事業（県単独補助土

地改良事業（農道）・大浦地区）の施行に平成２０年１１月１２日同意し

た。

平成２０年１１月２１日

愛媛県南予地方局長 渡 部 敏 夫

�������
�愛媛県告示第１６３４号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の規定に

より、宇和島市から協議のあった市営土地改良事業（県単独補助土

地改良事業（かんがい排水）・成家地区）の施行に平成２０年１１月１２

日同意した。

平成２０年１１月２１日

愛媛県南予地方局長 渡 部 敏 夫

�������
�愛媛県告示第１６３５号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の規定に

より、宇和島市から協議のあった市営土地改良事業（県単独補助土

地改良事業（かんがい排水）・曽根地区）の施行に平成２０年１１月１２

日同意した。

平成２０年１１月２１日

愛媛県南予地方局長 渡 部 敏 夫

�愛媛県告示第１６３６号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の規定に

より、宇和島市から協議のあった市営土地改良事業（県単独補助土

地改良事業（かんがい排水）・音地地区）の施行に平成２０年１１月１２

日同意した。

平成２０年１１月２１日

愛媛県南予地方局長 渡 部 敏 夫

�������
�愛媛県告示第１６３７号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の規定に

より、宇和島市から協議のあった市営土地改良事業（県単独補助土

地改良事業（農道）・下波地区）の施行に平成２０年１１月１２日同意し

た。

平成２０年１１月２１日

愛媛県南予地方局長 渡 部 敏 夫

�������
�愛媛県告示第１６３８号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の規定に

より、愛南町から協議のあった町営土地改良事業（県単独補助土地

改良事業（かんがい排水）・土居地区）の施行に平成２０年１１月１２日

同意した。

平成２０年１１月２１日

愛媛県南予地方局長 渡 部 敏 夫

�愛媛県告示第１６３９号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２０年１１月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１６４０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２０年１１月２１日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県公安委員会訓令第８号
愛媛県公安委員会事務専決規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２０年１１月２１日

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－１８）第７７０２号 平成１８年
６月２３日 �大西工業 大西 正昭 宇和島市保田甲１８７８－１ 平成２０年

１０月３日 鉄筋工事業 建設業の廃止

（般－１８）第１０１２７号 平成１８年
４月２１日 朝日産業� 松本 亀明 西宇和郡伊方町仁田之浜

９６７
平成２０年
１０月１６日 造園工事業 建設業の廃止

（一部）

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 １９７号
大洲市肱川町宇和川３６７８番４から

同市肱川町宇和川３７５５番３まで
平成２０年１１月２１日

愛 媛 県 報平成２０年１１月２１日 第２０１８号

１２１１



愛媛県公安委員会委員長 木 綱 俊 三

愛媛県公安委員会事務専決規程の一部を改正する訓令

愛媛県公安委員会事務専決規程（昭和３７年愛媛県公安委員会訓令第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表２（第３条関係）

部課長の専決事項

１ 部長専決事項

�・� 省略

� 生活安全部長

別表２（第３条関係）

部課長の専決事項

１ 部長専決事項

�・� 省略

� 生活安全部長

法令 専決事項 法令 専決事項

省略 省略

インターネット

異性紹介事業を

利用して児童を

誘引する行為の

規制等に関する

法律（平成１５年

法律第８３号）

１ 第１３条及び第１５条第２項第１号の規定

によるインターネット異性紹介事業者に対

する指示

インターネット

異性紹介事業を

利用して児童を

誘引する行為の

規制等に関する

法律（平成１５年

法律第８３号）

１ 第１０条の規定によるインターネット異

性紹介事業者に対する是正命令

２ 第１１条の規定によるインターネット異

性紹介事業者に対する報告徴収

省略 省略

�・� 省略

２ 課長専決事項

�～� 省略

� 生活安全企画課長

�・� 省略

２ 課長専決事項

�～� 省略

� 生活安全企画課長

法令 専決事項 法令 専決事項

省略 省略

インターネット

異性紹介事業を

利用して児童を

誘引する行為の

規制等に関する

法律

１ 第１５条第１項（同条第３項において準用

する場合を含む。）の規定による処分移送通

知書の送付及び受理

２ 第１６条の規定によるインターネット異

性紹介事業者に対する報告及び資料の提出

の要求

３ 第１７条第１項の規定による国家公安委

員会への報告及び国家公安委員会からの通

報の受理

４ 第１７条第２項の規定による他の公安委

員会への通報及び他の公安委員会からの通

報の受理

５ 第２０条の規定による登録誘引情報提供

機関に対する情報の提供

�～� 省略

別表３（第４条関係）

警察署長の専決事項

�～� 省略

別表３（第４条関係）

警察署長の専決事項

法令 専決事項 法令 専決事項

省略 省略

犯罪による収益

の移転防止に関

する法律

省略 犯罪による収益

の移転防止に関

する法律

省略

インターネット １ 第７条第１項の規定によるインターネッ

愛 媛 県 報平成２０年１１月２１日 第２０１８号

１２１２



異性紹介事業を

利用して児童を

誘引する行為の

規制等に関する

法律

ト異性紹介事業の届出の受理

２ 第７条第２項の規定によるインターネッ

ト異性紹介事業の廃止及び変更に係る届出

の受理

３ 第１６条の規定によるインターネット異

性紹介事業者に対する報告及び資料の提出

の要求

省略 省略

附 則

この訓令は、平成２０年１２月１日から施行する。

平成２０年１１月２１日 発行
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